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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第15期
第１四半期
連結累計期間

第16期
第１四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自  平成23年４月１日

至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日

至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日

売上高 （千円） 1,074,276 1,235,534 4,595,216

経常利益 （千円） 7,898 23,108 147,146

四半期（当期）純利益 （千円） 1,052 11,057 68,524

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 681 13,712 63,666

純資産額 （千円） 664,890 726,261 732,355

総資産額 （千円） 1,645,066 1,726,951 1,848,234

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 0.14 1.52 9.43

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益金額

（円） 0.14 1.47 8.78

自己資本比率 （％） 38.7 40.5 38.2

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  当社は、平成23年10月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っております。前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式

調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

　

２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

　

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の復興需要とエコカー補助金の政

策効果を背景に回復の兆しはあるものの、欧州の財政金融不安を巡る不確実性が高まり、景気の先行

きは依然として不透明な状況が続いております。

当社グループの属する駐車場業界は、国内においては、新車販売台数がリーマンショック前を上回

る兆しがみられ、駐車場需要は震災前の水準にほぼ回復しておりますが、ガソリン価格の上昇傾向や

時間駐車料金等の価格競争の激化など厳しい状況にあります。

中国における駐車場業界におきましては、経済発展に伴う新車販売台数や保有台数の増加により、

駐車場に関する有効活用やサービスの改善等に対する不動産オーナーの需要は旺盛であり、当社が国

内で培った安全かつ安心な有人運営管理方法や収益化需要に対するソリューションを提供すること

で、新規駐車場の獲得に向けて注力しました。

このような環境の中、当社グループでは引き続き、国内においては、新規駐車場の獲得、海外（中国

を中心とした東南アジア）においては、駐車場コンサルティングの獲得に注力するため、国内及び中

国における営業人員の拡充を行ってまいりました。

営業人員の拡充により、国内においては、当社のメインマーケットである中心市街地に加え、札幌、

福岡といった郊外市街地への営業範囲の拡大を図っております。また、土地の有効活用を目的とした

土地オーナーのニーズに応えるべく、駐車場に加え、新たに自転車駐輪場の提案を行う体制を整備す

る等、更なる事業拡大に対応するべき体制を順次整備しております。

中国での活動においては、天津で「天津津湾広場地下駐車場」最適化プロジェクトの大型コンサル

ティング案件、杭州で「開元名都ホテル駐車場」コンサルティング案件を受注しており、今後当社は、

駐車場コンサルティングマーケットを創出した先駆者として、同様の案件の受注を加速させていく予

定であります。
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この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,235,534千円（前年同四半期比15.0％

増）、営業利益は25,657千円（前年同四半期比159.8％増）、経常利益は23,108千円（前年同四半期比

192.6％増）、四半期純利益は11,057千円（前年同四半期比950.9％増）となりました。

　

セグメントの業績につきましては、当社グループは駐車場事業の単一セグメントであるため、記載

を省略しております。

これに代わる事業部門別の業績の概況は以下のとおりです。

〔駐車場管理運営事業〕

日本国内におきましては、採算性が低く老朽化が進む地方や郊外市街地等の駐車場について、当

社負担による管制設備の入替や利用メニューの見直し等、完全リニューアル提案のニーズが高まっ

ております。

この状況を受け、営業人員の拡充等、社内体制を強化し、新規顧客先に加え、既存オーナーへの積

極提案や営業活動を展開した結果、当第１四半期連結累計期間において、７現場1,583車室の新規現

場を獲得いたしました。

一方、中国国内における駐車場管理運営業務については、現状、上海市及び天津市において２現場

1,042車室が稼働しており、駐車場管理運営の安定稼働、営業展開に向けた様々な取り組みを行い、

今後の中国市場における駐車場管理運営業務の基本体制の確立を目的とした活動に注力しており

ます。

今後の受注方針と致しましては、中国国内でも注目を集める「天津津湾広場地下駐車場」の最適

化プロジェクトの大型駐車場コンサルティング等を受注し、一定の認知度を高めることに成功して

いるため、複数の駐車場管理運営ニーズはあるものの、価格高騰が続いている現状の中国において、

現時点における「賃料保証額」設定が困難であることから、今後の動向を見極め、採算性を重視し、

経営資源の集中や選択を行いつつ、駐車場管理運営物件を増やす方針であります。

以上の結果、駐車場管理運営事業全体として、前連結会計年度において獲得した駐車場現場の本

格稼働、当第１四半期連結累計期間に受注した稼働車室の増加により、売上高は1,229,533千円（前

年同四半期比14.5％増）となりました。
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〔コンサルティング事業〕

国内におけるコンサルティング売上高におきましては、都市再開発の絶対数が減少する傾向には

ありますが、他社との差別化を実施し、新規現場獲得のための積極的な提案活動を強化しておりま

す。

一方、中国国内におけるコンサルティング売上高におきましては、天津津湾房産建設有限公司よ

り「天津津湾広場地下駐車場」の最適化プロジェクト、浙江開元ホテル投資管理集団有限公司より

「杭州開元名都ホテル駐車場」コンサルティングの受注、また、「海外エコシティプロジェクト協

議会」への参加等により、当社の知名度は向上しており、中国における基盤をより強固なものにす

るとともに、積極的な営業展開を実施しております。

以上の結果、コンサルティング事業全体として、売上高は6,000千円（前年同四半期比844.0％

増）となりました。

　

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(3)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成24年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年８月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 8,044,700 8,044,700
　東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数100株

計 8,044,700 8,044,700 － －

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成24年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成24年４月１日

～

平成24年６月30日

(注)

6,7008,044,700 389 160,371 389 137,371

(注) 新株予約権の行使による増加であります。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 749,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,288,800 72,888 －

単元未満株式 　 200 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 8,038,000 － －

総株主の議決権 － 72,888　

(注)　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　
②　【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社駐車場綜合研究所
東京都渋谷区渋谷

３－６－６
749,000 － 749,000 9.3

計 － 749,000 － 749,000 9.3

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 600,124 485,912

売掛金 93,495 102,625

仕掛品 3,631 6,697

前払費用 145,413 144,209

その他 41,899 24,486

流動資産合計 884,565 763,932

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 267,603 268,459

機械及び装置（純額） 131,980 133,369

リース資産（純額） 87,064 78,124

その他（純額） 170,982 170,581

有形固定資産合計 657,630 650,535

無形固定資産 30,815 28,786

投資その他の資産

敷金及び保証金 187,949 195,806

保険積立金 72,982 72,982

その他 14,290 14,909

投資その他の資産合計 275,222 283,698

固定資産合計 963,668 963,019

資産合計 1,848,234 1,726,951

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 46,576 46,576

リース債務 37,345 37,690

未払金 151,825 127,411

未払法人税等 62,967 6,172

前受金 130,030 140,498

預り金 265,587 264,146

その他 66,892 42,857

流動負債合計 761,224 665,353

固定負債

長期借入金 260,472 248,828

リース債務 59,523 49,971

退職給付引当金 22,348 24,706

資産除去債務 9,222 9,247

その他 3,088 2,584

固定負債合計 354,654 335,336

負債合計 1,115,878 1,000,690
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 159,981 160,371

資本剰余金 139,401 139,791

利益剰余金 477,762 468,410

自己株式 △66,030 △66,030

株主資本合計 711,114 702,542

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △4,700 △2,366

その他の包括利益累計額合計 △4,700 △2,366

新株予約権 13,865 13,689

少数株主持分 12,075 12,396

純資産合計 732,355 726,261

負債純資産合計 1,848,234 1,726,951
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 1,074,276 1,235,534

売上原価 924,225 1,049,417

売上総利益 150,051 186,117

販売費及び一般管理費 140,175 160,459

営業利益 9,875 25,657

営業外収益

受取利息 30 44

受取手数料 183 3

その他 648 78

営業外収益合計 862 126

営業外費用

支払利息 2,474 2,099

為替差損 364 576

営業外費用合計 2,839 2,675

経常利益 7,898 23,108

特別利益

投資有価証券売却益 － 1,000

特別利益合計 － 1,000

特別損失

固定資産除却損 － 215

特別損失合計 － 215

税金等調整前四半期純利益 7,898 23,892

法人税、住民税及び事業税 977 3,397

法人税等調整額 7,911 9,852

法人税等合計 8,889 13,250

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△990 10,642

少数株主損失（△） △2,043 △415

四半期純利益 1,052 11,057
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△990 10,642

その他の包括利益

為替換算調整勘定 1,672 3,069

その他の包括利益合計 1,672 3,069

四半期包括利益 681 13,712

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,267 13,391

少数株主に係る四半期包括利益 △1,585 320
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【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与

える影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

減価償却費 21,972千円 23,173千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 14,534 200平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

　

当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 20,408 2.80平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

（注）当社は、平成23年10月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

　

　当社グループは駐車場事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 0円14銭 1円52銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 1,052 11,057

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,052 11,057

普通株式の期中平均株式数(株) 7,267,000 7,293,857

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 0円14銭 1円47銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 186,300 230,291

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

(注)当社は、平成23年10月１日付をもって普通株式１株を100株に分割致しました。前連結会計年度の期首に当該株式分

割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定して

おります。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月13日

株式会社駐車場綜合研究所

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木    一    宏    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    齊　　藤    直    人    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社駐車場綜合研究所の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平
成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社駐車場綜合研究所及び連結子会社の
平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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